





















































　野田内閣は、2012（平成 24）年 12 月 7 日の閣議





































　中央省庁等改革基本法（平成 10 年法律第 103 号）






























































































月には 30 存在する。一例として 2002（平成 14）
年 11 月 18 日付の組織図では、9であった。拡大ぶ
りが分かる。第2次安倍内閣になってからのものは、
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表 1　内閣官房・Ｈ 27.8. 活動中の会議・設置順
関する事務」が基本である。







であった事務が内閣法第 12 条第 2 項の第 7号から
第 14 号として加えられた。国家公務員法等の一部













年度は 2001（平成 13）年度の倍近くになっている 8。
2.3.　内閣府の拡大























　図 3 － 1 に 2015（平成 27）年 8 月 15 日に確認
したもの、図 3－ 2に 2001（平成 13）年 1月 6日（内
64
図 2　内閣官房の定員及び併任者数の推移 表 2　内閣官房の定員及び併任者数の推移
（出所）行政改革に関する懇談会（第4回）配付資料（内閣官房 平成24年7月4日）を基に作成。
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図 3－ 1　内閣府組織図（平成 27年 8月 15 日現在）
図 3－ 2　内閣府組織図（平成 13年 1月 6日新設時）
（出所）行政改革に関する懇談会（第4回）配付資料（内閣官房 平成24年7月4日）を基に作成。
内 閣 府






































































































































































































































　政府は、「平成 27 年 1 月 23 日に与党から提言の
あった「内閣官房・内閣府のスリム化について」












































































成 26）年の第 186 回国会（常会）での法律の成立は、



























































































































































































　　 　2014（平成 26）年 2月 14 日、第 186 回国会
衆議院予算委員会で、民主党の岡田克也委員























































































































３　 第 189 回国会衆議院内閣委員会会議録第 16 号（平成




４　 第 189 回国会衆議院内閣委員会会議録第 15 号（平成
27 年 6 月 19 日）21 頁。
５　 第 189 回国会衆議院内閣委員会会議録第 16 号（平成
27 年 7 月 1 日）7頁。有村大臣の答弁。
６　 「政高党低」等は、第 186 回国会参議院予算委員会会
議録第 5号（平成 26 年 3 月 3 日）43 頁。
７　 図 1 には、内閣官房の組織図（http://www.cas.go.jp/
























併任者は各年 4月 1日時点（2002（平成 14）～ 2004（平
成 16）年度は当該年度の 3月 1日時点）。2006（平成
18）年度以前の常駐併任者数は集計困難とのこと。
９　 表 4 は、瀬戸山、前掲論文 9頁の瀬戸山が行政改革
推進本部事務局資料より作成した表をもとに作成。
図 4は、それをグラフ化したもの。※定員は、各年
度末人数（2014（平成 26）年度は 5 月 30 日時点。）
※併任者は、2001（平成 13）年度本府 11 月 1 日現在、
2015（平成 25）年度本府 1月 31 日時点、その他各年
度は 4月 1日時点の人数、非常勤者を含む。
10　 第 189 回国会衆議院内閣委員会会議録第 15 号（平成
27 年 6 月 19 日）6頁。
11　 第 186 回国会衆議院予算委員会会議録第 8号（平成
26 年 2 月 14 日）12 頁。岡田克也委員への答弁。
12　 「与党からの提言」を踏まえは、同閣議決定にある言
葉。
13　 福田内閣時の見直しは、第 169 回国会参議院議員藤
末健三君提出の質問に対する答弁書（第 98 号）（平



















































15 回の資料より。（2015（平成 27）年 8月 15 日確認。）
16　 第 189 回国会衆議院内閣委員会会議録第 16 号（平成






和 56）年の第 95 回国会以降のものが掲載されている












19　 第 186 回国会衆議院予算委員会会議録第 8号（平成
26 年 2 月 14 日）、13 頁。
20　 衆議院議員河野太郎公式ブログ『ごまめの歯ぎしり』
「あちこちで嫌われております」2015 年 7 月 8 日
（http://www.taro.org/2015/07/post-1616.php）。（2015
（平成 27）年 8月 15 日確認。）
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